
� 「戦後民主主義」の成立
～日本の民主主義の課題～

１　ＧＨＱに影響を与えた憲法草案

　「日本国憲法」については、ＧＨＱもしくはアメリカの押しつけ憲法であるとの話をよく聞く。
しかし、日本の在野の研究会である憲法研究会案が、ＧＨＱ草案のモデルとされており、またＧ

ＨＱ草案も国会の審議を経て公布、施行されているのであるから、
押しつけ憲法であるとの主張は必ずしも正しいとはいえない。
　その憲法研究会案を中心となって作成したのが、後に静岡大学
教授となった鈴

すず

木
き

安
やす

蔵
ぞう

であった。鈴木安蔵は自由民権運動の研究
者であり、特に植

うえ

木
き

枝
え

盛
もり

の私擬憲法を研究していた人物である。
　〈史料１〉は憲法研究会案の初めの部分であるが、このように
「国民主権の原則」と「儀礼的代表としての天皇」規定が含まれ
ていたのは、植木枝盛研究の成果であるといわれる。ここにある
ように、第一項で国民主権を宣言すれば、明治憲法で「統治権を
総攬す」と規定されていた天皇は、「主権」の外に追いやられる。
さらに第二項によって国政に関係しないことを明確にし、第三項
でだめ押しをするという周到に考えられたものである。
　なお、日本国憲法公布60周年にあたる2006（平成18）年に、鈴

木安蔵を描いた映画「日本の青空」の制作が開始され、2007年に完成し、公開された。
　近年ＧＨＱの総司令部関係資料の研究において、民政局将校が植木枝盛などの自由民権運動に

関心を持っていたようだという見解がある。
通説では鈴木安蔵起草の憲法研究会案が、Ｇ
ＨＱ草案起草時のモデルとなることで、民権
運動の憲法案が現行憲法に反映されていると
される。しかし、実際に民政局将校が植木案
などを独自に参考にしていることも考えられ
るようである。

２　庶民大学三島教室の挑戦

　戦争が終わり、明るく自由な社会になった
ことで、人々の間にも新しい文化国家をつく
るという理想に燃えた活動が始まっていた。
知識人たちは戦前の学問のあり方を自ら問い、
学問が庶民によって試され、鍛えられること
が必要と考えていたために、そのような場を
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求めていた。そこで大衆の知識に対する強い欲求と「学問の民衆化」をめざしていた知識人の情
熱が結びつき、全国各地で様々な教育文化運動が燃え上がるのである。
　〈史料２〉は、同時期に京都人文学園、鎌倉アカデミア、尾

おの

道
みち

市青年講座などと並ぶ教育文化
運動の代表的事例の一つとされる、庶民大学三島教室の創立宣言である。
　労働者教育のリーダーであった木

き

部
べ

達
たつ

二
じ

の呼びかけに、三島商業の教員であった酒
さか

井
い

郁
いく

造
ぞう

らが
中心となり、1946（昭和21）年２月２日に開校式が行われた。講義は２月５日に中

なか

村
むら

哲
てつ

の「生活
上の『デモクラシー』」から始まった。1946年５月現在の会員は215人、そのうち女性は61人である。
中心人物であった木部の病死により幕を閉じた1948年６月までのわずか２年ほどの間に、丸

まる

山
やま

真
まさ

男
お

、中村哲、中
なか

野
の

好
よし

夫
お

ら100人近い講師と、延べ5,000人に及ぶ聴講生が参加したことからも、人々
の知識への情熱を感じることができよう。ただし、中心人物の死去により幕を閉じたということ
は、それを引き継ぐ人物が育っていなかったということであり、実際には講師と聴講生の間に認
識の差が存在していたと考えられる。これが当時の限界だったといえよう。

３　「上からの民主主義」と課題

　1946（昭和21）年11月３日「日本国憲法」が公布さ
れ、翌年５月３日に施行された。国民主権、平和主義、
基本的人権の尊重の三大原則から成り立っており、日
本国憲法が施行されることで、「戦後民主主義」が成
立したとされた。しかし、その制定過程において国民
が憲法について議論し、意見を反映させることはほと
んどできなかった。〈史料３〉は駿

すん

東
とう

郡
ぐん

から出ている
ものだが、これは戦前の命令系統によるものであるた
め、国の命令が県に下り、県から郡へ、郡から町村へ
という流れのもので、上からの命令である。このよう
に、憲法制定後は、上から「新憲法精神普及徹底の全
県民運動」を展開しなければならなかった。
　このように知識人の考えた民主主義のしくみと、庶
民の民主主義への理解には、かなりの差があった。民
主主義の理念を「上」から伝えていくだけでは、「民
主主義」は貫徹しないのであり、日本国憲法が公布・
施行されただけでは、「戦後民主主義」は成立できな
かった。
　それから60年を経た今日、「民主主義」は実現できているだろうか。未だにきちんと「戦後民
主主義」が成立していないのではないかと感じるのは筆者だけであろうか。
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